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このところ、クリック＆モルタル企業

と共に、Eコマースの新しい主役としてク

ローズアップされているのが、カタログ販

売企業の存在である。日本のネットビジ

ネスの草創期には、ネットベンチャー系

のEコマースに遅れをとっていたが、ここ

に来て従来のカタログ通販各社が俄然力

を発揮している。その理由を検証すると

ともに、現状をレポートしたい。

目に見えるサイトの良し悪しが

勝負を決めた時代は終わった

オンラインであろうとなかろうと、通販

の勝負を決めるのは、商品力、メディア

の魅力、顧客サービス、そしてバックエン

ドをいかに低コストで運営するかである。

既存のモルタル企業やカタログ販売企

業の初期のサイトにお粗末なものが多か

ったのは事実だ。日本のEコマース市場

を牽引したのは、米国の人気サイトの

“見せ方”を研究し、小さな組織の特性

を生かした素早い顧客対応を行う小売店

のネットショップやネット専業ショップだ

った。

だが、サイトの“見せ方”や顧客対応

レベルが同じになれば、ユーザーは有名企

業のサイトを選ぶことが多くなる。商品

の価格競争になったとしても、ネットと

いう単一チャネルで販売を行う企業より、

店舗やカタログなど、異なる複数のチャ

ネルを持つ企業のほうが、量のスケール

メリットがある。

勝因はコスト構造と

マーケティングのノウハウ

さらにカタログ販売企業には有利な点

がある。それはオンラインショップにおけ

るフルフィルメントのコストが安いという

ことだ。受注コストは当然電話やファッ

クスよりもインターネットのほうが安いが、

カタログ通販企業は電話やファックスに

よる受注コストを、インターネットとそれ

ほど差が出ないレベルまで圧縮してきた実

績がある。また、運送費は量が多ければ

多いほど安くなる。総合すると、もとも

と出荷量の多いカタログ通販企業の方が

フルフィルメント・コストが安くなるので

ある。

加えて長年にわたるダイレクトマーケテ

ィングのノウハウの蓄積も強みだ。オンラ

インショップ専門企業がここ数年さかん

に提唱している「ワン・トゥー・ワン・

マーケティング」などは、カタログ通販会

社が昔から当たり前に行ってきたことだ

（もちろん、すべての企業が完遂できてい

るわけではない）。

ホームページと違って、カタログには印

刷費も配送費用もかかる。それだけに、

マーケティングの教科書以上に正確かつ

多様なダイレクトマーケティング手法が要

求される。顧客との長いつきあいの中で

積み重ねられた、購入・問い合わせ・ク

レームといった一連の行動履歴を蓄積す

ることにによって初めて導き出されるデー

タも多いのである。

また、ベンチャーのオンラインショップ

は、肉なら肉、パシュミナならパシュミナ

と、単一ジャンルの通販が多い。これで

は併売の可能性は限られ、よほどの高額

商品でない限り、客単価を一定以上に上

げることは難しい。その点でも総合カタ

ログ通販企業は優位にある。

顧客側の安心感の面でも、問い合わせ

をメールでしか受けてくれない企業と、す

ぐに電話で受け付けてくれる企業では、

当然後者に分があるはずだ。

カタログ通販売り上げに占める

インターネット通販の割合

社団法人日本通信販売協会（JADMA）

の「第18回通信販売企業実態調査報告

書」（1999年度）*によると、協会会員

企業のインターネットによる売上高（ホ

ームページで商品を紹介せず、受注だけ

行った場合も含む）の構成比率は2.1％

となっている（資料2-2-8）。

しかし、この数字は調査に対する回答

があったものだけを集計しているため（イ

ンターネットに積極的な企業は回答し、

取り組みが遅い企業は無回答の傾向があ

る）、JADMAでは実際のインターネット

による売上規模は約150億円で、全会員

社の通販売上高である2兆2700億円に占

める割合は、0.8％程度ではないかと推計

している。また、広告宣伝費（カタロ

グ・チラシなどの作成費も含む）に占め

るインターネットの割合は2.6％となって

いる。

各社のインターネット通販の取り扱い

商品で最も多いのは「食品」で39.8％。

次いで服飾雑貨や健康食品、家庭用品な

どがランクインしている。インターネット

通販全体で見れば上位を占めるパソコン

や家電製品のシェアは17.2％に留まって

いる（資料2-2-9）。

上位商品は、従来の通信販売全体の取

扱商品とほとんど変わらないが、大きく

違うのは全体では39.2％を占める「婦人

衣料品」の扱いが、インターネットでは

20.4％に過ぎず、同じく全体では39.7％

を占める「宝石・貴金属・時計・メガネ」

が23.7％に過ぎないことだ。前者は、ア

イテム数が多いため、ホームページで商品

を眺めるには使い勝手が悪いことも多い

ためであろう。後者は高額品のインター

ネット販売がカタログ販売よりも難しい

という傾向を示唆している。

インターネットは、特定の商品を検索

したり、同一の商品を比較検討したい場

合は非常に便利であるが、上記のような

難点もある。そのため、カタログ販売企

業のEコマースの特徴として、必ずしも全

商品をインターネット上で紹介していな

強さの秘密はコスト効率の高さと
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いことが挙げられる。あくまで紙のカタロ

グをメインに、インターネットは商品番号

を入力して申し込むための、単なる受注

手段として位置付けていることが多いよ

うだ（資料2-2-10）。

次に、各企業の状況を見てみよう。

B2B企業を除くと、売上高が大きいのは、

やはりセシール・千趣会の2大巨頭だ。

セシールの月間売上高は6億7000万円

（2001年3月度）、千趣会は8億3000万円

（2001年3月度）となっている。

これら2社のサイトの売上高が多いの

は、日本を代表する有名通販会社として

のブランド力によるところが大きい。両社

とも、iモード対応も行っており、会社や

電車の中でカタログを見ながら携帯電話

で商品番号を打ち込むという使い方を想

定しているようだ。

ほかには、化粧品通販のファンケル、

テレビショッピングで急成長するジャパネ

ットたかた、DVDなどソフト販売のポニ

ーキャニオンといったおなじみの企業のイ

ンターネット販売が好調である。

通販機能アウトソーシング受託や

新しいビジネスの創出も

自社サイトのほかに、各社が力を注い

でいるネットビジネスがある。自社でフル

フィルメント機能を持たない企業が、オ

ンラインショップをはじめとする通販に乗

り出した際のアウトソーシング受託であ

る。シムリーがユニクロの、ムトウはファ

ミマ・ドットコムのフルフィルメントを受

託している。また、千趣会はオンライ

ン・ショッピングモール「キュリオシティ」

に、ニッセンはネットスーパー「ココデス」

に出資するなど、新しいネットビジネスを

模索している。

カタログ販売企業のインターネットに

よる売り上げ自体はますます拡大するだ

ろうが、これからも主にインターネットを

受注チャネルの1つとして位置付けていく

はずだ。自社サイトのより一層の充実を

行っていくのはもちろんだが、今後は上

記のようなアウトソーシングビジネスや新

たなネットビジネスの創出に力を入れてい

くことが予想される。

（稲垣有紀　フリーライター）

＊JADMAが会員315社・非会員200社の通信販売企業

に毎年実施している調査

出所　社団法人日本通信販売協会「第18回通信販売企業実態調査報告書」を元に作成

出所　社団法人日本通信販売協会「第18回通信販売企業実態調査報告書」を元に作成

資料2-2-8　媒体別に見る通販売上高構成比

全体

年度 1998年度 1999年度

自社発行媒体 67.7% 72.5%
カタログ 48.4% 49.5% 
ちらし 13.7% 18.0% 
その他 5.6% 5.0% 

他社発行媒体 32.3% 25.2%
新聞 5.9% 6.0% 
新聞広告特集 0.8% 0.9%
雑誌 4.9% 5.2% 
会員誌 6.4% 4.3% 
スポット広告 2.3% 1.3%
インフォマーシャル 6.1% 3.3%
ラジオ 1.4% 0.7% 
その他 4.5% 3.5% 

インターネット - 2.1%

資料2-2-9　インターネット通販で取り扱いが多い商品

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45%

その他 

仏壇・仏具・神具 

保険・金融 

旅行 

通信教育講座（含む教材） 

印鑑 

呉服・和装品 

美術工芸品・骨董品 

趣味用品（囲碁・華茶・人形等） 

子供・ベビー衣料品 

CD・テープ 

カメラ・光学機器 

下着 

日曜大工・園芸用品 

書籍・教育機器・文具等 

趣味用品（玩具・ゲーム用品） 

自転車・バイク・乗り物関連 

冷暖房・家庭電気製品・ミシン等 

テレビ・VTR・音響製品・パソコン 

寝具・その他衣料品 

化粧品・医薬品 

スポーツ・レジャー用品 

紳士衣料品 

婦人衣料品 

美容・健康・医療器具 

宝石・貴金属・時計・メガネ 

食器・台所家庭用品・トイレタリー 

家具・インテリア・敷物等 

健康食品 

服飾雑貨・アクセサリー・靴・鞄 

食品（健康食品を除く） 39.8%
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25.8%
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19.4%

19.4%
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11.8%
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3.2%

3.2%
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2.2%
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0.0%

14.0%

0 10 20 30 40 50 60 70%

利用していない 

その他 

注文処理状況の顧客自身による確認 

消費者を対象としたアンケート 

決済 

リクルート 

各種プロモーションの告知・受け付け 

問い合わせ苦情受け付け窓口 

カタログ請求受け付け 

受注 

企業紹介 

商品紹介 64.8%

55.8%

35.2%

26.6%

19.6%

16.6%

14.6%

11.1%

7.5%

3.0%

21.1%

50.8%

資料2-2-10　ホームページの利用目的

出所　社団法人日本通信販売協会「第18回通信販売企業実態調査報告書」を元に作成
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